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1. 県内の既往津波 

1-1 歴史津波 

山口県の日本海側において過去に発生した歴史津波については、萩市、長門市から

主に以下の地震についての文献提供があった。ここでは代表的な被害状況を紹介する。 

① 万寿の地震：万寿 3年 5 月 23 日（1026 年 6月 16 日） 

  山陰地方で最大級の津波として、益田市高津川河口沖にあった鴨島が海中に没し

たという史料がある

1)

。 

② 浜田地震 ：明治 5年 2 月 6日（1872 年 3月 14 日）M7.1 

島根県浜田市で約 2.1～2.4m、山口県萩市見島では約 1.2m の津波が発生したが、

被害はなかった

1)

。 

  ③ 見島地震 ：明治 31 年 5月 3 日（1898 年）M6.2 

    見島の西部で最も強く、石垣の崩壊・地面の亀裂・軒瓦の墜落・家屋の破損など

多かった。津波という表現ではないが、40cm の水位変化が認められた

2)

。 

 

1-2 津波記録 

山口県沿岸には日本海東縁部で発生した次の地震による津波が観測

3)

されている。 

① 1983 年日本海中部地震：昭和 58 年 5月 26 日 M7.7 

 

 

 

 

 

 

 

② 平成 5年（1993 年）北海道南西沖地震：平成 5 年 7月 12 日 M7.8 

 

 

 

 

 

 

                             

1)

 宇佐美龍夫：新編 日本被害地震総覧,東京大学出版，1996 

2)

 羽鳥徳太郎:山陰地方の津波の特性,津波工学研究報告 11,pp.33～44,1994 

3)

 東北大学災害制御研究センター 津波工学研究室、原子力安全基盤機構:津波痕跡データベース 

1983年日本海中部地震津波
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1993年北海道南西沖地震津波
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図１1983 年日本海中部地震による県内の津波高 

図 2 1993 年北海道南西沖地震による県内の津波高 
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2. 日本海域の活断層 

2-1 断層の抽出 

県内に影響を与える日本海域の断層を抽出し、津波浸水シミュレーションを実施す

る想定断層を選定する。抽出した断層を表 1 と図 3 に示す。 

表 1 日本海域で想定する津波断層の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断層1-A

(見島南西縁断層)

本検討委員会

第七管区海上保安本部「山口県

見島付近海底地形調査結果」

今後、海図の地形判読から活断層

の可能性を確認するが、断層1-B、

1-Cに比べ規模は小さい。

断層1-B

(見島付近の断層)

地質調査所 「海洋地質図」1/100万

出典では伏在断層及び推定断層と

されているが、活断層であるかは判

断できない。

断層1-C

(見島付近西部断層)

断層1-D

(見島付近東部断層)

中国電力

島根原子力発電所設置変更許

可申請書、平成12年10月

地質調査所の音波探査記録をもと

に解析を実施しており、参考とす

る。

想定断層1

(見島付近西部断層)

本検討委員会

同上の音波探査記録の解析結

果を参考

地質調査所の音波探査記録を用い

た中国電力の解析結果をもとに、独

自に断層パラメータを設定する。

断層2-A

(神田岬沖断層)

地震調査研究

推進本部

「平成21年度沿岸海域における

活断層調査」

地震調査研究推進本部の最新の知

見であり、参考とする。

想定断層2

(神田岬沖断層)

本検討委員会 同上

地震調査研究推進本部の音波探査

記録の解析結果をもとに、独自に断

層パラメータを設定する。

断層3-A

(見島北方沖の断層）

活断層研究会 「新編 日本の活断層」1/100万

出典では推定断層とされているが、

活断層であるかは判断できない。

断層3-B

(対馬海峡東の断層）

佐賀県 「新編 日本の活断層」 同上

断層3-B

(対馬海峡東の断層）

福岡県 佐賀県の想定 同上

断層3-C

(見島北方沖西部断層）

中国電力

島根原子力発電所設置変更許

可申請書、平成12年10月

地質調査所の音波探査記録をもと

に解析を実施しており、参考とす

る。

想定断層3

(見島北方沖西部断層）

本検討委員会

他県の想定断層を参考とする

か、音波探査記録をもとにした

解析結果を重視するかの判断

が必要

断層3-Bもしくは、断層3-Cを選定す

る。

断層4-A

(佐渡島北方沖の地震）

中国電力

島根原子力発電所3号機「発電

用原子炉施設に関する耐震設

計指針」の改定に伴う耐震安全

性評価結果　報告書、平成23年

1月

土木学会(2002)および地震調査研

究推進本部(2003)を参考に、1993

年北海道南西沖地震の地震規模を

下回らないように設定されている。

断層4-A

(佐渡島北方沖の地震）

島根県 中国電力の想定 同上

断層4-A

(佐渡島北方沖(ﾊﾟﾀｰﾝ1）

鳥取県 中国電力の想定 同上

断層4-B

(佐渡島北方沖(ﾊﾟﾀｰﾝ2）

鳥取県 鳥取県検討委員会独自の想定

佐渡島北方沖の空白域全体が活動

した場合を想定している。

想定断層4

(佐渡島北方沖の地震）

本検討委員会 中国電力の想定

1993年北海道南西沖地震の地震規

模を下回らない規模で設定している

断層4-Aを選定する。

断層5

(浜田市沖合いの地震）

島根県

歴史地震、地震被害総覧

(2003)、微小地震観測記録

過去に発生した津波として参考とす

るが、山口県への影響は小さいと判

断する。

断層6

(万寿の地震）

本検討委員会 古文書等

万寿津波の伝承はあるが、断層モ

デルは不明である。

断層７

（南日本海断層帯）

本検討委員会

Y.Itoh et al：Active right-lateral

strike-slip fault zone along the

southern margin og the Japan

Sea,Tectonophysics 351(2002)

301-314

断層帯のうち、山口県側の海域活

断層は、断層1-B(見島付近の断

層）が該当すると考えられる。

主たる出典 本検討委員会の評価断層名 調査機関
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図 3 県内に影響を与える日本海域の活断層 
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2-2 見島付近 

(1) 見島付近南西縁断層（断層 1-A） 

     平成23年11月に第七管区保安本部より山口県見島付近の詳細な海底地形調査結果が

報告された。この結果から、見島沿岸の南西海域の海底地形に斜面が形成されており、

活断層の可能性があるかどうかを確認する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 山口県見島付近海底地形調査結果

1)

 

 

                             

1)

 第七管区保安本部: 山口県見島付近海底地形調査結果速報,ホームページ，2011 
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(2) 見島付近の断層(断層 1-B) 

   地質調査所「海洋地質図」1/100 万によると、見島沿岸の北側に東北東-西南西の走

向で約 175km が伏在断層及び推定断層とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 見島付近の断層(断層 1-B)と見島北方沖の断層(断層 3-A)

1)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

1)

 中国電力：島根原子力発電所原子炉設置変更許可申請書、平成 12 年 10 月 
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(3) 見島付近西部断層(断層 1-C) 

      中国電力が地質調査所の音波探査記録をもとに解析を実施し、見島付近の断層(断層

1-B)のうち、東部と西部に沿って一部で活断層を確認している

1)

。ここでは、西部の

断層と東部の断層をそれぞれ見島付近西部断層(断層 1-C)と見島付近東部断層(断層

1-D)とする。 

表 2 地質調査所の音波探査記録をもとにした解析結果

1)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 想定断層１（見島付近西部断層） 

   見島付近の海域における想定断層として、地質調査所の音波探査記録の解析結果を

もとに活断層であることが確認されている見島付近西部断層(断層 1-C)を選定し、独

自に断層パラメータを設定する。 

 

 

 

 

 

 

                             

1)

 中国電力：島根原子力発電所原子炉設置変更許可申請書、平成 12 年 10 月 
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2-3 下関市沿岸域 

(1) 神田岬沖断層(断層 2-A) 

   地震調査研究推進本部では平成 21 年度沿岸海域における活断層調査として、神田岬沖

断層の調査を実施し、音波探査記録から 3 つのセグメントに区分し、セグメント A および

B は同時に活動した可能性が否定できないと報告している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 神田岬沖断層の断層活動時期とセグメント区分

1)

 

 

                             

1)

 地震調査研究推進本部: 平成 21 年度沿岸海域における活断層調査 概要報告書,平成 22 年 5月 
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表 3 神田岬沖断層の評価

1)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

1)

 地震調査研究推進本部: 平成 21 年度沿岸海域における活断層調査 概要報告書,平成 22 年 5月 
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(2) 想定断層２（神田岬沖断層） 

  下関市沿岸域における想定断層として、地震調査研究推進本部の音波探査記録の解

析結果をもとに確認された神田岬沖断層のセグメント A と B(断層 2-A)を選定し、独自

に断層パラメータを設定する。 

 

2-4 見島沖 

(1) 見島北方沖の断層(断層 3-A) 

   活断層研究会「新編 日本の活断層」1/100 万によると、見島沖に南東-南西～東西

の走向で約 85km が推定断層とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 見島北方沖の断層(断層 3-A)

1)

 

(2) 対馬海峡東の断層(断層 3-B) 

   佐賀県、福岡県では、活断層研究会「新編 日

本の活断層」1/100 万による見島北方沖の断層

(断層 3-A)を想定断層として設定している。 

 

 

 

 

図 8 対馬海峡東の断層(断層 3-B)

2)

 

 

                             

1)

 活断層研究会: 新編 日本の活断層 1/100 万,東京大学出版会，1991 

2)

 福岡県：福岡県津波防災アセスメント調査について，第 4回福岡県防災会議 地震・津波部門専門委員会議，

平成 24 年 2月１0日 

凡例 

見島北方沖の断層 
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(3) 見島北方沖西部断層(断層 3-C) 

   中国電力が地質調査所の音波探査記録をもとに解析を実施し、図 5 に示す見島北方

沖の断層(断層 3-A)のうち、西部の約 38km 区間について活断層を確認している。(表 2

参照) 

 

(4) 想定断層３（見島北方沖西部断層） 

   見島沖の海域における想定断層として、これまでに佐賀県、福岡県が想定している

対馬海峡東の断層(断層 3-B)とするか、地質調査所の音波探査記録の解析結果をもと

に活断層であることが確認された見島北方沖西部断層(断層 3-C)のいずれかを選定す

る必要がある。 
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2-5 日本海東縁部 

(1) 佐渡島北方沖の地震(断層 4-A) 

   中国電力は、土木学会(2002)および地震調査研究推進本部(2003)を参考に、1993 年

北海道南西沖地震の津波を再現するモデルの Mw7.84 を下回らないように断層モデル

を設定している。なお、このモデルは島根県、鳥取県でも設定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 佐渡島北方沖の地震(断層 4-A)

1)

 

                             

1)

 中国電力：島根原子力発電所 3号機「発電用原子炉施設に関する耐震設計指針」の改定に伴う耐震安全性評

価結果 報告書，平成 23 年 1月 
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(2) 佐渡島北方沖（パターン 2）(断層 4-B) 

   鳥取県では、佐渡島北方沖の空白域全体が活動した場合の想定地震として、断層長

さ約 220km、Mw8.15 の断層モデルを設定している。 

 

(3)  想定断層４（佐渡島北方沖の地震） 

   日本海東縁部の海域における想定断層として、土木学会(2002)および地震調査研究

推進本部(2003)を参考に、1993 年北海道南西沖地震の津波を再現するモデルの Mw7.84

を下回らないように設定された断層モデルである佐渡島北方沖の地震(断層 4-A)を選

定する。 

 

2-6 浜田市沿岸部 

(1) 断層 5（浜田市沖合いの地震） 

  島根県は沿岸部の津波シミュレーション用として、歴史地震の発生を考慮し、浜田

市沿岸の地震と同等の規模の地震を想定している。しかし、想定した津波高は益田市

で 0.67m と低いため、山口県への影響は小さいと判断し、この断層は選定しない。 

 

2-7 益田市沿岸部 

(1) 断層 6（万寿の地震） 

  万寿津波の伝承は多いが、震源断層の情報が不明であるためこの断層は選定しない。 

 

2-8 南日本海 

(1) 断層 7（南日本海断層帯） 

   大阪府立大学の伊藤康人らによる論文

1)

に記載されている山口県沖を東北東－西南西方

向に延びる断層帯であり、中央構造線と対をなしている。断層帯のうち、山口県側の海域

活断層は、断層 1-B(見島付近の断層）が該当すると考えられるため、ここではこの断層

は選定しない。 

 

 

 

 

 

                             

1)

 Yasuto Itoh ,Hiroyuki Tsutsumi,Hirofumi Yamamoto,Hiroyuki Arato, 

Active right-lateral strike-slip fault zone along the southern margin og the Japan Sea 

Tectonophysics 351(2002)301-314 
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3. 津波断層モデルの設定 

3-1 基本方針 

① 津波断層モデルと強震断層モデルの整合を取る。 

⇒ 津波断層モデルを設定後、これと整合を取った強震断層モデルを作成する。 

② 津波断層モデルの設定にどの程度の余裕度（安全性）を考えるかを明確にする。 

⇒ 断層パラメータのケーススタディを実施し、余裕度（安全性）を確認する。 

③ レベル２津波（最大クラスの津波）とレベル１津波（発生頻度の高い津波）を

設定する。 

⇒ 想定断層の発生頻度と計算した津波高との関係を確認した後、設定する。 

④ 今後、新たな知見が得られた場合には、津波断層モデルの見直しを行う。 

⇒ 海域の活断層調査が進んだ場合には、津波断層モデルを見直す。 

 

 

3-2 津波断層モデル 

断層モデル(すべり量 Dとすべり角λを除く)の設定を下表に示す。 

 

表 4 津波断層モデルの設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緯度 経度 上端深さ 長さ 幅 走向 傾斜角

(°） (°） d(km) L(km) W(km) θ(°） δ(°）

1 見島付近

想定断層1

(見島付近西部断層)

7.9 7.49 34.5533 130.3393 0 70 15 57.2 90

2 下関市沿岸域

想定断層2

(神田岬沖断層)

7.5 7.16 34.2547 130.9001 0 40 15.2 310 80

想定断層3

(対馬海峡東の断層）

8.0 7.40 35.94 131.48 0 85 20 240 60

想定断層3

(見島北方沖西部断層）

7.5 7.13 35.6131 131.6081 0 38 15 73.5 90

4 日本海東縁部

想定断層4

(佐渡島北方沖の地震）

8.4 7.85 38.9498 138.4131 0 131.1 17.3 20 60

断層名

M Mw

断層の向き地震の規模 断層の位置 断層の大きさ

3 見島沖

No. 海域区分
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3-3 すべり量 D の設定方法 

対象とする近海の海底では、地殻構造が陸域と似た構造を持ち、震源分布や応力場

も陸域と連続していると考えられるため、内陸地震に関する知見やデータを活用でき

る。したがって、断層運動の考え方は、西日本の広域応力場を考えると東西圧縮によ

る左横ずれ及び右横ずれを基本に、津波の計算に重要となる縦ずれ成分を伴う断層運

動が想定される。 

ここでは、次の 2 つ方法で求めたすべり量 D を以下に示す。 

(1) 活断層の長さ Lから求める方法 

津波の計算では安全側の評価となるため、断層運動を逆断層（すべり角λ=90°）と

し、活断層の長さ L から求めたすべり量 D を設定する方法がある。 

表 5 活断層の長さ L から求めたすべり量 D 

 

 

 

 

 

 

(2) 音波探査記録から求める方法 

海域活断層に対する音波探査記録の解析結果から平均垂直変位速度が読み取れる

場合、陸域の活断層の活動間隔を参考にすれば、縦ずれ成分 Dd を直接求めることが

でき、これをすべり量 Dとして設定する方法が考えられる。 

なお、想定断層２（神田岬沖断層）は、陸域の菊川断層の活動間隔(11,500 年)を、

想定断層１（見島付近西部断層）と想定断層３（対馬海峡東の断層、見島北方沖西部

断層）は、大原湖断層の活動間隔(25,000 年)を参考とする。 

現状では音波探査記録が入手できていない想定断層があり、今後、情報を入手した

後、平均垂直変位速度を再検討する予定であるが、当面の設定結果を下表に示す。 

表 6 音波探査記録から求めたすべり量 D 

想定断層1 想定断層2 想定断層4

見島付近西部断層 神田岬沖断層 対馬海峡東の断層 見島北方沖西部断層 佐渡島北方沖の地震

平均垂直変位速度 m/千年 0.077 0.111 0.128 0.128 －

活動間隔 年 25,000 11,500 25,000 25,000 －

垂直変位から求めた

縦ずれ成分Dd

(m) 1.93 1.28 3.20 3.20 －

D (m) 1.93 1.28 3.20 3.20 －

単位

想定断層3

想定断層1 想定断層2 想定断層4

見島付近西部断層 神田岬沖断層 対馬海峡東の断層 見島北方沖西部断層 佐渡島北方沖の地震

L (km) 70 40 85 38 131.1

W (km) 15.0 15.2 20.0 15.0 17.3

δ (度) 90 80 60 90 60

M
0

(N・m) 2.14E+20 6.98E+19 1.37E+20 6.30E+19 7.50E+20

M
w

(N・m) 7.49 7.16 7.40 7.13 7.85

M (N・m) 7.9 7.5 8.0 7.5 8.4

D (m) 5.82 3.28 6.75 3.16 9.44

単位

想定断層3


